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報
委

員
告会

予
算
決
算
審
査

特
別
委
員
会

令
和
４
年
３
月
９
日
・
10
日
の
２
日

間
に
わ
た
り
委
員
会
を
開
催
し
、
付
託

さ
れ
た
議
案
に
つ
い
て
関
係
部
課
長
か

ら
細
部
に
わ
た
り
内
容
の
説
明
を
求

め
、
慎
重
に
審
査
の
結
果
、
本
委
員
会

と
し
て
は
、
意
見
を
付
し
、
全
議
案
を

原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
し

て
決
定
し
ま
し
た
。

議案第20号　令和4年度御前崎市一般会計予算について
総 務 課 •	若年層の投票率アップについて、最善をつくすよう求める。
財 政 課 •	ケーブルテレビにおける音声告知放送については、費用対効果を十分チェックするよう求める。

企 画 政 策 課 •	公共交通については、利便性を研究するよう強く求める。
•	市民意識調査については、調査結果を十分に分析し公表するよう求める。

危 機 管 理 課 •	広域避難計画の市民への周知を徹底して行うよう強く求める。
•	犯罪被害者等支援条例の制定について研究するよう求める。

上 下 水 道 課 •	水道料金等について、御前崎・白羽地区に十分な説明を行うよう求める。
福 祉 課 •	タクシー券の利用については、バス利用の併用等の研究を行うよう求める。
商 工 観 光 課 •	海岸等の流木処理については、環境課の窓口を市民に周知徹底するよう求める。
消 防 総 務 課 •	第 7 分団解団に伴う地元要望に真摯に取り組むよう求める。

意 見 書

一般質問

齋藤佳子

•	

御
前
崎
市
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル・	

ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）	

の
推
進
に
つ
い
て

問
Ｄ
Ｘ
の
進
め
方
に
つ
い
て
は

答
副
市
長
を
Ｃ
Ｉ
Ｏ
と
す
る
御
前

崎
市
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
委
員
会

を
設
置
し
、
委
員
に
は
部
長
級
で
あ
る

デ
ジ
タ
ル
推
進
官
を
充
て
、
全
庁
横
断

的
に
政
策
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
デ
ジ

タ
ル
の
手
法
を
用
い
て
、
こ
れ
ま
で
の

業
務
を
改
革
し
、
業
務
フ
ロ
ー
を
見
直

す
こ
と
で
、
業
務
の
効
率
化
で
得
ら
れ

た
時
間
・
人
材
・
財
源
を
市
民
に
寄
り

添
っ
た
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
充
て
、
さ

ら
な
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
目
指
し
て

い
き
ま
す
。

問
テ
レ
ワ
ー
ク
施
設
の
利
活
用
は

答
御
前
崎
市
観
光
物
産
会
館
「
な

ぶ
ら
館
」
の
テ
レ
ワ
ー
ク
型
コ

ワ
ー
キ
ン
グ
ス
ペ
ー
ス
の
改
修
工
事

も
、先
日
完
成
検
査
が
終
わ
り
ま
し
た
。

コ
ワ
ー
キ
ン
グ
ス
ペ
ー
ス
エ
リ
ア
と
し

て
32
席
、
交
流
ス
ペ
ー
ス
エ
リ
ア
と
し

て
８
席
に
加
え
、
キ
ッ
チ
ン
ス
ペ
ー
ス

エ
リ
ア
を
含
む
約
１
４
０
平
方
メ
ー
ト

ル
の
施
設
で
す
。
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
で
選

定
し
た
事
業
者
に
場
所
を
貸
し
出
し
、

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
含
め
た
事
業
の
展

開
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

問
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
解
消
の
対

応
に
つ
い
て
は

答
市
民
が
デ
ジ
タ
ル
化
の
恩
恵
を

享
受
で
き
る
よ
う
、
デ
ジ
タ
ル

が
苦
手
な
方
や
抵
抗
感
の
あ
る
方
な
ど

に
デ
ジ
タ
ル
活
用
支
援
を
行
い
、
情
報

格
差
の
解
消
に
努
め
て
い
き
ま
す
。
利

用
者
の
年
代
や
生
活
様
式
に
も
配
慮
し

た
支
援
が
必
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

問
Ｄ
Ｘ
に
よ
る
地
域
課
題
解
消
に

つ
い
て
は

答
Ｄ
Ｘ
推
進
計
画
の
事
業
内
容
や

成
果
指
標
、
定
期
的
な
進
捗
管

理
を
行
う
た
め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

に
よ
り
、
産
業
振
興
や
教
育
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ

化
、
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
に
向

け
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
活
用
な
ど
具
体
的
な

施
策
を
各
業
務
担
当
課
で
進
め
て
い
き

ま
す
。
各
地
区
セ
ン
タ
ー
や
民
間
企
業

と
し
っ
か
り
連
携
し
て
取
り
組
む
こ
と

が
最
も
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

令和４年度予算の予算概要

　インフラ施設や公共施設の改修、防災対策に係る財源
を確保するため、地方債発行額は15億4,330万円となり、
全会計の地方債残高見込額は約146億円となりました。

　橋りょう・道路などの改良工事や排水路の治水対策 
などの実施のため、普通建設事業費は増額となりました。

地方債残高は前年度比７億2,230万円の増加

普通建設事業費が前年度比１億7,010万円の増加

基金残高全体で９億2,331万円の減少

市税は前年度比１億6,412万円の減少

　不足分の財源として財政調整基金を６億円、公共施設
整備基金などを３億5,146万円取り崩し財源を措置しま
した。

　法人税割は増加しましたが、大規模償却資産の減価償
却などの要因で市税は合併以降で最小規模となりました。

▶市税…納められる税金
▶分担金・負担金…特定事業の受益者に負担してもらうお金
▶使用料・手数料…施設使用料や各種証明書発行手数料など
▶繰入金…各種基金の取り崩しや他会計から繰り入れるお金
▶地方譲与税…特定の国税を国から譲与されるお金
▶地方交付税…地方公共団体が一定水準の行政サービスを提供できる

ように国が地方公共団体の一般財源として配分するお金
▶国庫・県支出金…特定の目的のために、国や県から交付されるお金
▶市債…国や銀行などからの借入金
▶基金…特定の目的のための積立金、または準備しておく資金
▶人件費…報酬や給与など

▶扶助費…高齢者、児童や心身障がい者などに対する援助金
▶公債費…借入金の返済金
▶物件費…事業や管理の委託料、備品購入などの経費
▶維持補修費…道路や公共施設の修繕に係る経費
▶補助費等…団体などに対して行政上の目的で支払う経費、補助金、

負担金、交付金など
▶出資金・貸与金…関係する各種団体への出資、奨学生などへの貸し付け
▶繰出金…一般会計、特別会計との間で相互に資金運用するための経費
▶積立金…財源変動に備えて積み立てる経費
▶普通建設事業費…道路や公共施設の新増設などに必要とする経費
▶予備費…予期しなかった支出に対応するための資金

用 語 解 説

0

3000

6000

9000

12000

15000

一般会計 水道事業 下水道事業 病院事業

（百万円）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金

（百万円）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

※令和２年度は決算額、令和３年度は２月補正予算額をベースに算出しています。

※万円単位未満は四捨五入しているため、合計は必ずしも一致しません。

※令和２年度は決算額、令和３年度は２月補正予算額をベースに算出しています。

全会計の地方債残高 基金残高
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人件費
33億83万円
(20.8％)

市税
69億864万円
(43.6％)

市債
10億9,780万円(6.9％)

県支出金
10億3,907万円

(6.6％)

国庫支出金
29億4,826万円
(18.6％)

地方交付税
７億1,400万円(4.5％)

譲与・交付金
12億2,180万円(7.7％)

その他
６億6,908万円(4.2％)

繰入金
10億2,395万円(6.5％)

分担金・負担金
8,055万円(0.5％)
使用料・手数料
１億5,686万円(1.0％)

158億6,000万円 158億6,000万円
歳出 歳入

扶助費
21億4,805万円
(13.5％)

公債費
３億7,218万円(2.3％)

物件費
32億2,146万円
(20.3％)

維持補修費
8,241万円(0.5％)

補助費等
36億8,624万円
(23.2％)

積立金
2,815万円(0.2％)

出資金・貸付金
8,334万円(0.5％)

繰出金
６億7,650万円(4.3％)

普通建設事業費
22億3,087万円
(14.1％)

予備費
3,000万円(0.2％)

全会計地方債発行額

7 OMAEZAKI

令和4年度予算


